入 札 注 意 事 項

１　落札者の決定
（１）落札者の決定は、地方自治法第２３４条第３項の規定によります。
（２）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方消費税に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額。ただし、単価契約については、小数点以下第３位を切り捨てた金額。）をもって落札金額としますから、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の消費税及び地方消費税に相当する金額を控除した金額を入札書に記載してください。
（３）（２）の規定にかかわらず、仕様書等に消費税及び地方消費税を含んだ金額により入札すること等の指示がある場合については、消費税及び地方消費税を含んだ金額を入札書に記載してください。

２　無効な入札　次の各号のいずれかに該当する場合は、その入札は無効とします。
（１）競争入札参加資格のない者が入札したとき。

（２）入札保証金を免除した場合を除き定められた額の入札保証金が納付されていないとき。

（３）委任状を持参しないで代理人が入札したとき。

（４）入札書に記名押印のないとき（電子入札の場合は、電子認証を受けていないとき。）、又は記載内容が明らかでないとき。

（５）入札書の金額が訂正してあるとき。

（６）入札者が同一事項に対し２以上の入札をしたとき。

（７）入札者が他人の代理をし、又は代理人が他人の代理を兼ねたとき。

（８）入札に関し談合等の不正行為があったとき。

（９）工事の入札その他市長が指定する入札の場合で工事費内訳書を提出しなかったとき。

（10）その他あらかじめ指示した事項に違反したとき。

３　開札及び再度入札
（１）開札は、入札後直ちに入札者立会いの上、行います。

（２）郵便入札の場合は、多治見市郵便入札実施要領に規定された方法で指定した開札日時、開札場所において、選任した立会人の立会いの上、行います。

（３）電子入札の場合は、指定した開札日時、開札場所において、立会いを希望する入札者又は当該事務に関係のない職員の立会いの上、行います。
（４）落札者がない場合は、直ちに再度入札を行うことがあります。
（５）再度入札は、原則として１回です。
（６）無効な入札をした者は、再度入札に参加できません。
（７）最低制限価格より低い価格の入札をした者は、再度入札に参加できません。
（８）再度入札において、前回最低入札価格と同価格以上で入札した者は、次回再度入札に参加できません。
（９）低入札価格調査基準価格が設けられている場合で、基準価格を下回った入札があった場合は、低入札価格調査制度実施要領に基づいた調査を行った後、落札者の決定について通知します。

４　入札又は開札の中止
    　天災その他やむを得ない理由により、入札又は開札を中止することがあります。この場合における損害は、各入札者の負担とします。
５　談合情報があった場合の措置
　　　入札執行前に談合に関する情報があった場合は、当該入札を中止又は延期した上で、指名替え、追加指名、くじによる入札に参加できる者の削減、入札方法の変更等の措置を講ずることがあります。
６　談合行為に対する措置

　　　工事請負契約又は業務委託契約を締結した場合、落札者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条若しくは第８条第１項第１号又は刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６に違反した場合は、当該締結した契約金額の１０分の１に相当する額を支払わなければならないものとします。

７　落札の無効
　　　落札者が特別の理由もなく落札の日から７日以内に契約を締結しない場合は、その落札を無効とします。
８　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に関する事項

　　　該当する場合は、契約に当たり分別解体等の方法、解体工事に要する費用、再資源化等をするための施設の名称及び所在地、再資源化等に要する費用を契約書に記載する必要があることから、設計図書に記載された処理方法及び処分場所等を参考に積算した上で入札してください。また､分別解体等の方法等を契約書に記載するために、落札者は落札決定後に発注者と協議を行うこととします。
９　その他
（１）通常入札の場合、郵便又は電信による入札は認めません。
（２）一度提出した入札書は、書換え、差換え又は撤回することはできません。
（３）入札参加者が１人だけの場合は、入札を中止することがあります。
（４）落札金額が一定金額以上の場合で、建設工事の工事請負契約を締結する際は、契約保証金の納付又は銀行等の保証を契約の条件とさせていただくことがあります。

（５）入札時に入札金額の詳細が分かる工事費内訳書が必要な場合は、公告、指名通知書に記載してあります。
（６）その他この通知書に記載してない事項については、地方自治法、同法施行令及び本市の財務に関する規則等の定めるところによります。

入 札 参 加 者 心 得
１　入札関係書類の受領等

1 　一般競争入札の場合又は指名競争入札で指名通知を受領した場合は、必要に応じて仕様書及び図面（以下「仕様書等」という。）を多治見市ホームページから電子データで入手してください。ただし、これにより難い場合は仕様書等を貸与することがあります。
②　仕様書等の貸与を受けた場合は、返還する日を指定された場合を除き、入札日に返還してください。

２　仕様書等説明

①　現場説明がある場合は、指定された場所、時刻に参集し、説明を受けなければなりません。理由なく欠席したときは、当該入札に参加できないことがあります。

②　仕様書等に不明な点がある場合は、関係職員に説明を求めることができます。

３　参加

①　競争入札に参加する場合は、仕様書等及び心得をよく読み、また、現場がある場合は現場をよく確認してから入札してください。

2 　公告及び指名通知書に記載された時刻までに、指定された場所へ参集してください。ただし、郵便入札又は電子入札の場合は、この限りではありません。

③　指名競争入札の場合、参加しないとき又は参加できなくなったときは、入札開始前にあっては財政課へ連絡の上、速やかに辞退届（任意様式）を提出してください。これを理由に以後の指名等について不利益な取扱いを受けることはありません。

４　入札方法

①　入札金額は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、契約希望金額の消費税及び地方消費税相当額を控除した金額を記載してください。

②　入札書は市が定める様式に準じて作成し、封筒に入れて封緘（かん）し、提出してください。

③　応札できない場合は、入札書の金額欄に「辞退」の旨、表示して提出してください。辞退したことを理由に不利益な取扱いを受けることはありません。

4 郵便入札においては、入札書を多治見市郵便入札実施要領（平成16年告示第70号）に規定する方法により作成し、あらかじめ指定した送付先へ到着期限日時までに送付してください。
5 電子入札においては、入札書を電子的方法により作成し、市が指定した方法により到着期限日時までに送信してください。

6 一度提出した入札書を書き換え、引き換え、又は撤回することはできません。

５　委任状

①　多治見市競争入札参加資格者名簿に「代表者」として登録された者（会社代表者又は名簿登録時に会社代表者から入札及び契約に関する権限を委任された支店長等）に代わって代理人が参加する場合は、必ず委任状（入札参加者及び代理人双方の印があるもの）を入札書と併せて提出してください。

2 入札書は代理人の名と印で作成してください。また、入札参加者本人の印は、押印しなくて差し支えありません。
3 郵便入札又は電子入札においては、代理人による入札はすることができません。

６　開札及び落札者の決定

①　入札者のうち、契約の目的に応じて予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもって入札した者を落札者とします。

②　落札となるべき同価格の入札をした者が２者以上あるときは、直ちにその入札をした者のくじ引き等により、落札者を決定します。

７　入札又は開札の中止

①　入札参加者が連合し、又は不穏な行動をする等入札を公正に執行できないと認められるときは、その者を競争に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止める場合があります。

②　競争入札に参加する者が１人だけの場合は、その競争を中止することがあります。

③　天災その他やむをえない理由により入札又は開札を中止することがあります。

④　これらの場合の損害は、入札参加者の負担とします。

８　契約書等の提出

1 落札者は次の方法で契約書を受領してください

1） 通常入札の場合　入札会場で受領

2） 電子入札の場合　電子メールにて落札決定を確認し、市役所財政課にて受領
3） 郵便入札の場合　電話にて落札決定の連絡を受け、市役所財政課にて受領

2 　落札者は、契約担当者から交付された契約書の案を仕様書、図面等とともに「袋とじ」した上、落札決定の日の翌日から起算して７日以内に契約を締結しなければなりません。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合は、この期間を延長することがあります。

③　落札者が特別な理由もなく前項に規定する期日までに契約書を提出しない場合は、その落札を無効とします。

④　落札者は、契約を締結するにつき、一般競争入札にあっては公告により、指名競争入札にあっては指名通知により、契約に当たって契約保証金等が必要とされた場合は、次の各号のいずれかに掲げる保証を付けなければなりません。

(１)　契約保証金の納付

(２)　契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供

(３)　債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、市が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証

(４)　債務の履行を保証する公共工事履行保証証券（履行ボンド）による保証
(５)　契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結

⑤　④に規定する保証に係る保証金の額、保証額又は保険金額等は、請負代金額の１０分の１以上とします。

⑥　当該契約が建設業退職共済制度に係るものであるときは、「掛金収納書」を「建設業退職共済組合証紙購入状況報告書」に貼付し、提出しなければなりません。

⑦　契約書及び上記「掛金収納書」以外の書類は、直接担当課へ提出してください。

９　異議の申立て

入札参加者は、入札後この心得その他入札条件の不知又は不明を理由に、異議を申し立てることができません。
